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第 1 章 策定の趣旨、位置付け 

 

１ 計画策定の趣旨 

 (1) 国においては、平成 23 年に発生した東日本大震災の経験を踏まえ、平

成 25 年 12 月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災

等に資する国土強靱化基本法」（以下、「基本法」という。）が公布・施行

され、平成 26 年６月に「国土強靱化基本計画」（以下、「基本計画」とい

う。）が閣議決定されました。 

国土強靱化とは、災害の発生の度に甚大な被害を受け、その都度、長期

間をかけて復旧・復興を図るといった事後対策の繰り返しを避け、いかな

る災害等が発生しようとも最悪な事態に陥ることが避けられるような「強

さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な社会を平時から作り上げてい

こうとするものです。 

 (2) 神奈川県においては、このような国の動きに併せて、大規模自然災害に

対する健康診断となる脆弱性評価を実施するとともに、神奈川県における

国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための指針となる

「神奈川県国土強靱化地域計画」（以下、「県計画」という。）を策定しま

した。 

 (3) 山北町においても、基本計画及び県計画を踏まえ、いかなる自然災害が

発生しようとも町民の生命や財産を守り、地域経済と地域コミュニティの

致命的な被害を回避し、迅速な復旧を可能とする「強靭な山北町」をつく

るため、「山北町国土強靭化地域計画（以下、「本計画」という。）」を策定

するものです。 
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２ 本計画の位置付け 

  本計画は、基本法第 13 条に基づく国土強靱化地域計画として、策定する

ものであり、本町の国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ための指針として策定するものです。 

 

本計画の位置付け（概念図） 
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３ 本計画と山北町地域防災計画の比較 

  本計画は、あらゆる自然災害（リスク）に備えるため、本町に起きてはな

らない最悪の事態を列挙し、それらを回避するために事前に取り組むべき施

策を定めるものです。 

  一方、地域防災計画は、災害種別ごとの危害予防、体制整備、人命救助、

発災後の対応等、災害の発生に対応すべきことを定めたものです。 

  地域防災計画は、強靭化計画の策定後に、その中で示された指針に基づ

き、必要に応じて見直しを行う場合があります。 

 

 

４ 計画期間 

  本計画は、山北町第５次総合計画後期基本計画と整合を図るため、計画期

間を令和５年度までの概ね２年間とし、以降概ね５年ごとに見直しを行いま

す。 
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第２章 基本的な考え方 

 

１ 山北町の災害上の特性 

 (1) 自然環境の特性  

ア 町域の約 90％は、丹沢山塊の森林で占められる山岳地帯であり、標高

1,000m 級の山々から平野部に向けて深い渓谷地形を形成しています。    

イ 年間降水量は、山北地域では約 2,200mm～2,600mm の降水が、三保地域

には約 2,800～3,000mm の降水があり、丹沢山系を含めて町内に降った

雨は、全て町南部平坦地を横断する酒匂川に集約されます。  

ウ 富士山宝永噴火の際に町域に降灰したスコリアは約 60cm 程度であり、

未だに山間部に多く堆積しており、大雨の際は宅地や畑に流出すること

があります。 

エ 住居が多い平野部は、山岳地と河川が接する地形変換点に沿って存在

し、周辺の斜面、沢・河川と相まって土砂災害警戒区域に指定される場

所が多数存在します。   

 (2) 社会環境・行政の特性 

ア 山北町は、神奈川県西部に位置し、東京から約 80km の距離に所在しま

す。また、本町の西側は、国道２４６号で静岡県小山町につながってい

ます。 

イ 山北町の人口は、約１万人であり、減少傾向にあります。また、人口

の約 40％は 65 歳以上の高齢者となっています。  

ウ 山北町から最寄りの神奈川県出先組織（県西地域県政総合センター、

県西土木事務所及び小田原保健福祉事務所足柄上センター）は、足柄上

合同庁舎（開成町）にあり、役場から約５km の距離に所在します。 

エ 山北町は、常備消防業務（救急業務を含む。）を小田原市に委託してお

り、その一部である足柄消防署山北出張所に職員 20 人が配置されていま

す。 

また、町独自の消防力として、山北町消防団 13 個分団 185 人及び機能

別消防団員 26 人の体制を保持しています。    

 (3) 交通の特性 

  ア 町域内には東名高速道路と国道２４６号が通過するとともに、新東名

高速道路と（仮称）山北スマートインターチェンジが建設中です。 

また、鉄道路線としてＪＲ東海御殿場線が、地域のバス路線として富

士急湘南バスが運行されています。いずれの交通手段も、地域住民の重

要な交通手段となっています。 
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  イ 町域内を通る東名高速道路と国道２４６号及び近い将来開通する新東

名高速道路は、いずれも首都圏と東海地域・関西地域を結ぶ主要な交通

路であり、大規模災害等により通行が長期間止まった場合は、救助活動

や救援物資の運搬、経済活動に重大な影響を及ぼす恐れがあります。 

    また、大雨や大雪、災害発生時の高速道路の通行止めや閉鎖は、町域

内の国道２４６号へ大量の車両流入・交通渋滞を招き、地域住民等の避

難行動や救急活動が困難な状態になる場合があります。 

ウ 町域内を通る県道７６号、７２１号等各県道は、町民の主要な生活道

路となっていますが、その一部は急峻な崖付近を通るため、基準降雨量

を超えた場合には通行止めとなります。 

エ 町道は全長約 92km であり、その多くはカーブが多い山間隘路となって

おり、大雨による土砂流出が頻繁に発生し、道路上に土砂が堆積するこ

とがあります。   

 (4) 経済活動上の特性 

  ア 町の産業人口は、第１次産業約 350 人（約 3.5％）、第２次産業約

1,500 人（15％）、第３次産業約 3,300 人（33％）となっています。 

  イ 町域の土地の約 90％は森林となっており、農地は全体の 1.4％となっ

ています。 

  ウ 山北町に包含される西丹沢山地は、その多くが丹沢大山国定公園の一

部となっており、登山やキャンプなどに来町される観光客が多く、町内

への年間観光入込客数は、約 150 万人と推計されます。 

エ 町域のほぼ中央に、神奈川県が管理する三保ダムがあり、洪水調節、

水道用水の確保、水力発電を行っています。 

 (5) 本町の災害上の特性（まとめ） 

 別紙１「山北町の災害上の特性（概要）」（ｐ43） 

 (6) 本町における大規模な災害事例 

  ア 水 害 

昭和 12 年７月洪水・土砂災害（1937 年７月 13 日～17 日） 

昭和 12 年７月 13 日から 17 日の豪雨により、各所で山崩れや河川氾 

濫が発生し、田畑は一面濁流と化しました。 

この影響で旧山北町（川村岸、川村向原、川村山北および湯触村飛

地）だけでも、埋没家屋 271 戸、倒壊家屋 48 戸、流失家屋 15 戸、浸水

家屋 859 戸、田畑の流失・埋没は約 209 町歩（約 207 ヘクタール）の被

害があったと記録が残っています。 

 この際、旧共和村では、死亡５人、埋没家屋 23 戸、流失家屋 10 戸、

水田流出約 10 町５反（約 10.42 ヘクタール）、畑崩落約 80 町（約 79.36
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ヘクタール）、山林崩壊約 80 町（約 79.36 ヘクタール）の被害が、ま

た、旧清水村では水田流出約 20 町（約 19.84 ヘクタール）の被害があ

ったと記録されています。 

イ 土砂災害 

    昭和 47 年７月豪雨（1972 年７月 11～12 日） 

「昭和 47 年災」として語り継がれている土石流災害 

７月 11 日夜から 12 日朝にかけて豪雨が降り、河内川流域で洪水や 

土砂流出が起こりました。２日間の総雨量は 530 ミリに達し、死者６

人、重軽傷者 24 人、行方不明３人を出しました。最も被害が大きかっ

た箒沢地区は、28 戸のうち 25 戸が全壊または流失しました。 

  ウ 地震災害 

関東大震災（1923 年９月 1日） 

大正 12 年９月 1日に発生した関東大震災により、旧清水村用沢地区

では家屋の倒壊、山林の崩壊、耕地の埋没や流失が発生し、その惨状は

言葉では言い表せない状況でした。また、東海道本線（現在の御殿場

線）では山崩れによりいたるところで寸断される状況が発生しました。 

エ 火山噴火災害 

富士山宝永噴火（1707 年 12 月 16 日） 

宝永４年 11 月 23 日に、富士山は大規模な宝永噴火を開始、その後 16

日間も噴火が続き、大量の宝永テフラ・降下火砕物が降り続きました。 

山北町地域にあっては降灰が 60ｃｍ以上堆積し、降下火砕物の重さに

よる家屋の倒壊・埋没、田畑・草地への降下堆積による作物・飼料・燃

料の不作と森林の荒廃、焼砂の二次移動による渓流・河川への土砂流入

と河床上昇による土砂・洪水氾濫が発生しました。 
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２ 目標設定   

  本町の国土強靱化を推進するにあたり、基本計画及び県計画との調和を図

りながら、本町の特性を踏まえ「基本目標」及び「事前に備えるべき目標」

を次のとおりとします。 

 (1) 基本目標    

  ① 人命の保護が最大限図られること 

② 社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④ 迅速な復旧復興   

 (2) 事前に備えるべき目標 

① 人命の保護 

避難行動を含む事前の行動により災害による直接死と同原因の重症傷

を最大限回避するとともに、発災直後の共助・公助による救出救助、応

急救護の実施等により、人命の保護を最大限に図ります。 

② 迅速な救助・救急、医療活動等 

    発災後にあっても救助・救急、医療活動等が迅速に行われる環境整備   

に努めるとともに、被災者等の健康管理、良好な避難生活環境を維持

し、命を守り、身体的・精神的健康の回復を図ります。 

③ 行政機能の維持 

    災害発生直後から必要不可欠な行政機能を確保します。 

    特に、発災直後には被害状況の把握、救出救助活動及び避難所の開設

等の非常時優先業務を遂行するとともに、ある程度経過した後の被災者

相談・支援、土地・建物等の被害状況把握、各種被災認定、災害ボラン

ティアの受入れ、仮設住宅の確保等の災害対応業務遂行など、災害状況

の特質と推移に応じて優先順位を設定し、行政機能を途絶えさせませ

ん。 

④ 情報通信機能の確保 

    必要不可欠な情報通信機能・情報サービスの確保に努めます。 

災害対応には、関連情報の収集・判断・周知にテレビ、ラジオ、携帯

電話、インターネット並びに防災行政無線等の情報通信媒体及びそれら

を介した緊急地震速報などの各種情報サービス等が不可欠であり、これ

らの情報通信機能を麻痺させず、常時活用できる状況を目指します。 

⑤ 経済活動の機能不全防止 

    地域の経済活動を機能不全に陥らないようにします。 

    特に、道路の寸断、水道・電力等の停止により、地域経済の基幹とな

る企業活動が阻害されないように努めます。 
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⑥ ライフラインの維持・復旧 

大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電

気、ガス、上下水道、燃料供給、交通ネットワーク等を確保するととも

に、これらの早期復旧を図り、日常生活を早期に取り戻します。 

⑦ 二次災害の防止 

    制御不能な複合災害・二次災害を発生させません。 

    特に、山北町の特性を踏まえ、土砂崩れ・土砂流出等による河道閉塞

（天然ダム）の発生や、町域内道路の大規模渋滞発生による人命救助活

動の遅延などの被害拡大を最大限回避することを目指します。 

⑧ 地域社会・経済の迅速な再建・回復のための条件整備 

    地域社会、地域経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を

整備します。 

    「迅速」には、復興事業に掲げた施設が完成することのみならず、復

興に至る計画が速やかに合意形成され確定すること（将来が見通せるこ

と）、復興に至るまでの仮設住宅、仮店舗、仮工場が速やかに整うこと

も含むものとします。 

「復興」には、住宅や工場等の再建、人口や生産高の回復のみなら

ず、地域固有の文化・シンボルや生活及びその基盤となる地域コミュニ

ティの維持、風評被害の収束、心の安定など、無形のものも含みます。 

またそのためには、地域・自治会の連携、住民一人ひとりのレジリエ

ンス力（困難な状況に直面しても柔軟に対応できる力）向上が重要であ

ることに留意します。 
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３ 基本的な方針 

  本町の国土強靱化を推進するにあたり、基本計画における「国土強靱化を

推進する上での基本的な方針」、県計画「強靱化を推進する上での基本的な

方針」を踏まえ、次に掲げる基本的な方針に基づき取り組みます。 

【強靱化に向けた取組姿勢】 

・本町の強靱化を損なう原因を多方面から確認しつつ取り組みます。 

・短期的な視点によらず、長期的な視野を持って計画に取り組みます。 

・強靭化に向けた各種計画は、災害への対応能力の向上のみならず、その付

随効果として、平素から地域の活力高揚や経済成長にも資する取組としま

す。 

・新型感染症の発生、自然環境の変化に伴う災害の激甚化等、従来には見受

けられなかった新たな災害に対しても情報収集に努め、柔軟に対応するとと

もに、町民に対してすみやかに情報発信するように努めます。 

【適切な施策の組み合わせ】 

・ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせ、効果的に施策を推進します。 

・「自助」「共助」「公助」を適切に組み合わせ、国、県、町、民間が適切に連

携及び役割分担して強靱化に資する適切な対策を講じます。 

・非常時のみならず、平時にも有効に活用される対策となるよう工夫しま

す。 

・新型感染症の発生、記録的豪雨、火山噴火等及びそれらに伴う複合災害・

二次災害を見据えた対策を進めます。 

【効率的な施策の推進】 

・人口減少による需要の変化、社会資本の老朽化等を踏まえます。 

・既存の社会資本を有効活用し、民間資金の積極的な活用を図ります。 

・施設等の効率的かつ効果的な維持管理に努めます。 

【地域の特性に応じた施策の推進】 

・人のつながりやコミュニティ機能を強化し、強靱化を推進する担い手が適

切に活動できる環境整備に努めます。 

・高齢者、子ども、障がい者、外国人等に配慮するとともに、本町地域の特

性（自然、産業等）に応じた施策を推進します。 
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第３章 脆弱性評価（現状認識、弱点の整理） 

 

１ 脆弱性評価の考え方 

   脆弱性評価は、本町の強靭化施策を適切にし、予期しない被害を防止また

は最小限にするため極めて重要と認識し、以下の順序・要領で実施します。 

 (1) 本計画の策定にあたり、本町において想定される大規模自然災害全般を

対象として検討します。 

町民の生活・経済に影響を及ぼすリスクとしては、遠くない将来に発生

する可能性があると予測されている首都直下地震、南海トラフ地震等の大

規模自然災害があり、そのほかに、原子力災害などの大規模事故やテロ等

も含めたあらゆる事象が想定されるが、本町の特性及び県計画の内容を踏

まえ、本計画では大規模自然災害を想定した評価を実施します。    

 (2) 町民の生活・経済に影響を及ぼすことが予想される災害（リスク）を全

て列挙します。特に、町民の生命、本町の存続に影響を及ぼす災害を見逃

さないようにします。   

 (3) まず、本町の特性、自然環境等を考慮して、災害を挙げ、次いでそれら

の場所、時期、災害種類、規模等を考察します。   

 (4) この際、常に自然災害発生に伴って発生する火災、停電、通信障害、交

通障害、上下水道の障害、食料品・燃料等の不足、孤立化地域の発生、治

安の悪化、救急医療への影響等とそれに伴う住民の行動（パニック、交通

渋滞の発生など）を考察します。   

 (5) 脆弱性評価にあたっては、本町に及ぼす影響の少ないもの（津波など）

は除外し、また、影響度の差の少ないものは統合・整理し、特徴ある形で

列挙します。  

 (6) 従来の災害想定にない新型感染症の発生、記録的豪雨の発生、火山噴火

等及びそれらに伴う複合災害・二次災害を慎重に考察します。 

 

２ 起きてはならない最悪の事態の想定 

  本町では、県計画を基礎として、山北町地域防災計画における事前対策、

本町の地域特性を踏まえながら国土強靱化に資する施策の洗い出しを行い、

「起きてはならない最悪の事態」として課題を想定しました。 
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起きてはならない最悪の事態（山北町版） 

 

 県計画との整合を図りながら、山北町に及ぼす影響の少ないもの（灰色に着

色した項目）については除外し、その番号項目は欠番としました。 



12 

３ 施策分野の設定 

「起きてはならない最悪の事態」に対応する機能等を「施策分野」として

設定し、次の７つの個別施策分野と１つの横断的分野に区分して現状の弱点

を検討・列挙しました。 

【個別施策分野】（７つ） 

・行政機能／警察・消防等 

・住宅・都市・交通・国土保全 

・保健医療・福祉 

・情報通信 

・産業・物流・エネルギー 

・環境・農林 

・土地利用 

【横断的分野】（１つ） 

・リスクコミュニケーション 

 

４ 脆弱性評価の結果 

脆弱性評価の結果は別紙２「脆弱性評価結果」（ｐ44）のとおりです。 
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第４章 強靭化の推進方針 

 

１ 推進方針の検討   

 (1) 推進方針の検討は、脆弱性の評価により「起きてはならない最悪の事

態」から導き出された施策分野ごとの脆弱性に対して、これを回避するた

めの方策を主に業務所掌課で検討しました。更に、横断的な検討を加え、

推進方針を案出しました。 

 (2) 各推進方針の案出にあたっては、各所掌課の任務を分析して、達成すべ

き目標とその目的を明確にして推進方針を案出しました。その際、「起き

てはならない最悪の事態」を回避することが可能であるものを全て考察す

るとともに、類似するものは統合しました。 

 

 
 

２ 起きてはならない最悪の事態に対する施策分野の設定 

各「最悪の事態」を回避するための施策及びそれに関連する施策分野につ

いては、次のとおりとしました。 
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「最悪の事態」を回避するための施策及びそれに関連する施策分野一覧 
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３ 施策の洗い出し結果 

施策の洗い出し結果は、別紙３「施策の洗い出し結果」（ｐ58）のとおりで

す。 
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４ 施策の推進方針 

施策の洗い出し結果に基づく「施策の推進方針」は、次のとおりです。 

 

施策の推進方針 

事前に備えるべき目標 

１ 人命の保護 

起きてはならない最悪の事態 

１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集ま

る施設の倒壊による多数の死傷者の発生 

１ 住宅の耐震化及び

屋内収容物等の耐震

対策 

・住宅の耐震化について、耐震診断の実施、効果

的な耐震補強策の普及等、耐震化に関する意識啓

発を図るとともに、耐震改修工事や建て替え等の

促進を図ります。また、屋内収容物等の転倒防止

や落下防止などの安全対策を進めます。 

【都市整備課】 

・町民や事業者を対象としたパンフレットの配布

等を通じて、家具・家電の転倒防止対策等の防災

広報に努めます。【都市整備課】【地域防災課】 

・防火構造や耐火構造など、防火対策を講じた公

共施設の建設を進めます。【定住対策課】 

２ 民間大規模建築物

の耐震化 

・地震発生時に多くの人が滞在する可能性がある

民間施設の耐震化を進め、外出先などでの地震の

揺れによる被害軽減を図ります。【都市整備課】 

16 計画的な土地利用 ・町土の安全性を高めるため、山北町土地利用計

画等に基づき、防災に配慮した総合的かつ計画的

な土地利用を推進します。【企画総務課】 

・自然災害に配慮した公共施設の建設を進めま

す。【定住対策課】 

17 市街地の防災性向    

上 

・延焼拡大を防ぐ建物や道路等の整備を進め、地

震発生時の火災による被害を抑制します。また、

大規模盛土造成地の滑動崩落による被害を軽減す

るため、宅地の耐震化の取組を推進します。【都市

整備課】 

・ 配水系統の切替等の対応を行い、消火栓への初

期消火水確保を行います。【上下水道課】 
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・救急活動や町民の避難行動に必要な道路を優先

道路として使用できるよう防災広報するととも

に、状況に応じ警察に交通統制、交通誘導等を要

請し、安全に通行できる道路の確保に努めます。

【地域防災課】 

18 危険を回避した土

地利用 

・市街地及びその周辺への公園や緑地の確保を一

層推進し、公共空間としての道路、河川機能の確

保を図ります。また、都市公園における防犯上必

要な整備を進めるとともに、災害時に実効性のあ

る対応が円滑に行われるよう、関係機関や関係者

との連携に取り組みます。【都市整備課】 

・アボイド情報を使用して危険回避を考慮した公

共施設の建設を行います。【定住対策課】 

19 避難所・避難場所

の確保・整備 

・大量の被災者の発生や、長期避難生活を余儀な

くされる場面に備えて町内の各避難所を確保・充

実するとともに、広域避難体制の整備を進めま

す。【地域防災課】 

・自治会と連携しながら、火災や大規模地震等が

発生した際の避難場所の確保と住民への周知に努

めます。【地域防災課】 

・避難所に対する応急給水飲料水のため、給水車

や給水袋を確保します。【上下水道課】 

24 液状化対策 ・継続して液状化対策を進めるとともに、町民や

事業者の「自助」による取組を推進するために、

液状化の可能性がある地域の啓発に努めます。 

【都市整備課】 

25 危険物等施設の安

全対策 

・健康福祉センター従事者及び施設管理事業者に

対し、安全対策についての研修及び防災訓練を実

施し、保安体制の向上に努めます。【保険健康課】 

・危険物施設の事業者に対し、施設・設備の耐震

化の促進、保安体制の充実、防災教育、防災訓練

の実施などの実施を働きかけます。【地域防災課】 

26 町民の防災意識の

向上 

・町民一人ひとりが「自らの身は、自ら守る。皆

の町は、皆で守る。」という「自助」「共助」の考

え方を実現するため、防災意識の啓発・向上を図

る防災広報に努めます。【地域防災課】 
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・台風の接近や地震の発生等の時機を捉えて、あ

んしんメール等により防災広報を実施します。【地

域防災課】 

27 外国人の安全確保

対策 

・やさしい日本語や多言語による防災広報を実施

し、外国人対応を含めた防災訓練、防災教育等の

実施に努めます。【地域防災課】 

・防災に関するパンフレットや冊子を、やさしい

日本語及び多言語に翻訳して公開・配布を行いま

す。【地域防災課】 

28 防災教育の充実 ・学校を拠点とした防災活動の展開及び将来的な

地域防災の担い手育成を図るなど、防災教育の一

層の充実を図ります。【地域防災課】 

・自治会の防災研修、学校における防災教育、各

種訓練・イベント等あらゆる機会を捉えて住民の

防災意識の啓発を図ります。【地域防災課】 

・山北町消防団の活動や出初式等行事を積極的に

広報し、防火意識の啓発を図ります。【地域防災

課】 

29 ハザードマップに

よる啓発 

・ハザードマップの整備・更新・配布を実施し、

居住場所や通勤経路などの日頃利用している場所

の災害リスクの認識普及や家庭での防災準備など

の啓発等に努めます。【地域防災課】 

・町のホームページ、防災アプリ等複数の手段を

用いてハザードマップ情報に住民が接触（アクセ

ス）しやすい環境を整備します。【地域防災課】 

30 町民参加の防災訓

練の実施 

・行政関係者だけでなく、地域住民や事業者も参

加する防災訓練を実施し、地域の災害対応力の向

上を図ります。【地域防災課】 

・自治会が行う防災訓練に必要な資材等につい

て、助成を行います。【地域防災課】 

・自治会が実施する防災訓練について、事業者や

若い世代の住民が参加できる内容を提案し、地域

の災害対応能力向上に努めます。【地域防災課】 

・地震発生時の安全確保行動として「かながわシ

ェイクアウト」を訓練に取り込みます。 

【地域防災課】 



19 

31 関係機関との連携

による防災訓練の実

施 

・医療救護組織や広域応援組織が山北町で円滑に

集中・活動できるように、平時から県や関係機関

と連携して訓練を行い、災害発生時における体制

及び連携の強化、対応力の向上を図ります。【地域

防災課】【保険健康課】【福祉課】 

34 消防団・自主防災

組織の強化 

・大規模災害発生時における「自助」「共助」によ

る応急活動を推進するため、地域の防災力の向上

を図ります。【地域防災課】 

・消防団の団員確保のため、団員募集広報の充実

を図ります。【地域防災課】 

・自主防災組織の防災力向上とノウハウ継続を図

るため、地域防災リーダーの育成を図ります。【地

域防災課】 

46 多数の者が利用す

る施設の安全確保 

・日頃から施設の維持管理を確実に行うととも

に、施設従事職員及び関係機関と連携して、定期

的に防災訓練・避難訓練を行います。 

【生涯学習課】【保険健康課】 

47 社会福祉施設の防

災対策 

・社会福祉関連施設の定期的な施設・設備の安全

性点検を実施します。【福祉課】 

・社会福祉施設における建物の耐震化や設備の安

全性確保を図ります。【福祉課】【保険健康課】 

・介護保険施設等の耐震化をはじめとする施設整

備に対する財政支援やその他必要な情報提供を行

います。【福祉課】【保険健康課】 

・福祉避難所に指定された施設について、避難計

画の策定等を支援します。【地域防災課】 

48 要配慮者等への支 

援 

・福祉避難所の整備・確保を進めます。【地域防災

課】 

・高齢者をはじめとした自ら避難することが困難

な要配慮者等の避難支援体制を整備し、要配慮者

等の安全を確保します。【福祉課】【保険健康課】 

・町内介護施設との協定に基づき円滑な連携及び

対応を行います。【保険健康課】 

・「足柄上地域における災害時安否確認の情報提供

協力に関する指針」に基づき居宅介護支援事業所
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等から得た情報を活用し、支援活動を行います。

【保険健康課】 

・高齢者等の福祉的支援を必要とする者に対する

支援を行うため、介護保険サービス事業所等との

連携体制の整備に取り組みます。【保険健康課】 

・保育所や放課後児童クラブにおける児童の安全

確保等のため、施設・事業者と連携し情報交換を

深めながら、災害時の対応や保護者との情報共有

の体制整備に取り組みます。【福祉課】 

54 避難所の運営体制

の整備 

・避難所での生活環境を常に良好なものとするた

め、要配慮者へのケア、避難者のプライバシーの

確保、体調管理、ペット同行避難のルール作成、

男女のニーズの違いや要配慮者等の多様な視点が

反映できるようにするなど、避難所の運営には十

分配慮するよう努めます。【地域防災課】【こども

教育課】 

・新型感染症対策等に配慮した避難所開設・運営

に努めます。【地域防災課】 

・避難所ごとに避難所運営委員会を立ち上げ、避

難所運営の担い手を段階的に自治会組織へ移行で

きる体制を整備します。【地域防災課】 

56 ペット対策 ・避難所におけるペットの受入体制の整備を進め

るとともに、飼主に対しては、普段から備えてお

くべきこと等の防災広報を行い、災害時に備えま

す。【環境課】【地域防災課】 

66 学校の防災体制の

整備 

・児童・生徒等が在校時に災害が発生する場合を

想定した学校の施設、設備の安全性を確保しま

す。また、児童・生徒等の保護や帰宅に関し、通

学路の安全性等の情報の把握並びにこれに基づく

的確な判断及び指導ができるよう体制の整備を図

ります。【こども教育課】 

・災害時における児童・生徒等の安全確保を図る

ため、各学校で作成している学校安全計画等の見

直しを行い、実効性のある避難実施計画を定めま

す。【こども教育課】 
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・教育施設の被災に対応する防災資機材等の整備

を行います。【こども教育課】 

・児童・生徒等の通学路の安全点検を行います。

【こども教育課】【地域防災課】 

・避難所、避難場所として指定する学校及び関連

自治会等と連携し、避難所運営マニュアルの整

備・修正を進めます。【こども教育課】【地域防災

課】 

67 文化財所有者・管

理者の防災対策 

・災害から貴重な文化財等を保護するため、文化

財等の防災・減災対策を推進します。【生涯学習

課】 

・県文化財防災対策マニュアルを参考とした防災

対策の、周知・啓発に努めます。【生涯学習課】 

・土砂災害・洪水ハザードマップ等により、日頃

から所有者等の防災意識向上を図ります。【生涯学

習課】 

・所有者等の情報を把握し、緊急時における連絡

体制の構築を図ります。【生涯学習課】 

69 被災者相談・被災

者支援の実施体制の

整備 

・災害発生時の住民からの多種多様な相談・要望

等に対応する相談窓口の開設や対応マニュアルの

整備、関係機関との連携を進めます。【地域防災

課】 

・被災者生活再建支援法が適用される災害で、同

法の適用外地域に対して県が独自に実施する支援

の実施について、県と連携を進めます。【地域防災

課】 

 

起きてはならない最悪の事態 

１－２ 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多

数の死傷者の発生 

４ 建物の不燃化対策 ・感震ブレーカー各製品の性能・効果について検

討し、情報発信等に努めます。【地域防災課】 

・防火構造や耐火構造など、防火対策を講じた公

共施設の建設を進めます。【定住対策課】 

25 危険物等施設の安全

対策 

（再掲 １－１参照） 
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26 町民の防災意識の向

上 

（再掲 １－１参照） 

27 外国人の安全確保対

策 

（再掲 １－１参照） 

 

28 防災教育の充実 （再掲 １－１参照） 

30 町民参加の防災訓練

の実施 

（再掲 １－１参照） 

34 消防団・自主防災組

織の強化 

（再掲 １－１参照） 

46 多数の者が利用する

施設の安全確保 

（再掲 １－１参照） 

47 社会福祉施設の防災

対策 

（再掲 １－１参照） 

48 要配慮者等への支援 （再掲 １－１参照） 

54 避難所の運営体制の

整備 

（再掲 １－１参照） 

56 ペット対策 （再掲 １－１参照） 

66 学校の防災体制の整

備 

（再掲 １－１参照） 

67 文化財所有者・管理

者の防災対策 

（再掲 １－１参照） 

 

（１－３は欠番） 

 

起きてはならない最悪の事態 

１－４ 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の

発生 

９ 治水対策 ・神奈川県が管理する町内の各河川等について、

酒匂川下流域への災害予防のため、流木の回収、

流入土砂の除去等の治水対策を推進するよう県に

要望します。【都市整備課】【地域防災課】 

 

10 河川改修 ・神奈川県が管理する町内の各河川等について、

災害予防のため、必要な河川改修を推進するよう

県に要望します。【都市整備課】 
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11 排水施設の整備 ・浸水防止対策の整備を推進していきます。 

【都市整備課】 

14 農業用施設等の整備 ・農業用排水路の適切な維持管理により大雨時に

施設が正常に機能するよう、管理体制の強化推進

を図ります。【農林課】 

・日常管理や大雨時の対応は地元で行いつつ、必

要な修繕については町で行います。【農林課】 

16 計画的な土地利用 （再掲 １－１参照） 

17 市街地の防災性向上 （再掲 １－１参照） 

18 危険を回避した土地

利用 

（再掲 １－１参照） 

19 避難所・避難場所の

確保・整備 

（再掲 １－１参照） 

54 避難所の運営体制の

整備 

（再掲 １－１参照） 

 

起きてはならない最悪の事態 

１－５ 大規模な火山噴火・風水害・土砂災害等による多数の死傷者の発生 

５ 広域避難を必要とす

る大規模災害発生時の

情報伝達体制の整備 

・広域避難を必要とする大規模災害（富士山噴火

災害を含む。）を踏まえ、住民等の迅速かつ継続的

な避難行動を支えるために、災害情報を含む行政

サービス全般の伝達体制の整備、伝達手段の多重

化等を進めます。【地域防災課】 

６ 土砂災害対策 ・豪雨や地震によるがけ崩れ、地すべり、土石流

等の土砂災害に備えるため、土砂災害防止施設の

整備を推進します。【都市整備課】 

・土砂災害ハザードマップの普及に努め、豪雨や

地震等の状況に応じて住民が円滑に避難行動でき

るよう防災広報に努めます。【地域防災課】 

７ 治山対策 ・山地災害を未然に防止するため、県への治山要

望を実施します。【農林課】 

・自治会要望等を取りまとめ、適宜、県への要望

を行います。【農林課】 

９ 治水対策 （再掲 １－４参照） 

10 河川改修 （再掲 １－４参照） 

14 農業用施設等の整備 （再掲 １－４参照） 
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16 計画的な土地利用 （再掲 １－１参照） 

17 市街地の防災性向上 （再掲 １－１参照） 

18 危険を回避した土地

利用 

（再掲 １－１参照） 

19 避難所・避難場所の

確保・整備 

（再掲 １－１参照） 

26 町民の防災意識の向

上 

（再掲 １－１参照） 

27 外国人の安全確保対

策 

（再掲 １－１参照） 

28 防災教育の充実 （再掲 １－１参照） 

29 ハザードマップによ

る啓発 

（再掲 １－１参照） 

30 町民参加の防災訓練

の実施 

（再掲 １－１参照） 

31 関係機関との連携に

よる防災訓練の実施 

（再掲 １－１参照） 

32 地域特性に応じた訓

練の実施 

・山北町の地域特性を踏まえた段階的・実践的訓

練を実施し、町、地域住民、防災関連組織、事業

所、各種団体と連携による防災能力向上を図りま

す。【地域防災課】 

・蓋然性の高い災害（台風・大雨）に対する防災

訓練を基礎として、その訓練成果を段階的に発展

させ、徐々に被害強度が大きい災害（火山噴火、

大規模地震災害等）等に対する防災訓練に拡充し

ます。【地域防災課】 

・土砂災害により道路が寸断され、孤立する地域

が発生する場面を想定した訓練を実施します。【地

域防災課】 

34 消防団・自主防災組

織の強化 

（再掲 １－１参照） 

46 多数の者が利用する

施設の安全確保 

（再掲 １－１参照） 

47 社会福祉施設の防災

対策 

（再掲 １－１参照） 

48 要配慮者等への支援 （再掲 １－１参照） 



25 

49 町民等への情報発信

体制の整備 

・災害時に町民に対して、迅速かつ正確な情報伝

達を行うなど、的確な災害広報活動ができるよう

体制整備に努めます。【企画総務課】【地域防災

課】 

・報道機関（テレビ、ラジオ、新聞など）の協力

のもと、山北町の災害報道を図り、被災者に対し

て必要な情報を提供できるように努めます。【地域

防災課】 

50 災害情報の収集・伝

達体制の整備 

・災害発生状況を収集・伝達するために防災行政

無線の充実を図るとともに、既存の行政用システ

ム（ソフトウェア）の活用に努めます。【地域防災

課】 

・神奈川県が進める県防災行政通信網の整備に協

力するとともに、既存のＪアラート等各種警報伝

達システムの確実な維持に努めます。【地域防災

課】 

・現状の災害情報収集・伝達方法の課題や IT 技術

の進展、町内・外の通信インフラの充実状況を踏

まえ、災害情報受電体制の一層の充実に向けた検

討を進めます。【地域防災課】 

・大規模な災害発生により住民に被害が発生した

恐れがある場合にも、速やかに安否確認ができる

方法・手段を検討します。【地域防災課】 

54 避難所の運営体制の

整備 

（再掲 １－１参照） 

56 ペット対策 （再掲 １－１参照） 

66 学校の防災体制の整

備 

（再掲 １－１参照） 

69 被災者相談・被災者

支援の実施体制の整備 

（再掲 １－１参照） 

72 火山災害対策 ・町に被害を及ぼすおそれのある箱根山及び富士

山の火山活動による影響を軽減するため、情報伝

達、迅速な避難誘導等の火山災害対策を進めま

す。【地域防災課】 

・国及び防災関係機関と連携し、経済活動、住民

生活等に及ぼす影響を軽減するため、火山噴火時
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の降灰対策などについて検討します。【地域防災

課】 

・山梨県、静岡県、関係市町村、国等の関係機関

と連携し、富士山火山防災対策協議会において、

富士山噴火時の円滑な住民避難要領などの検討を

進めます。【地域防災課】 

・関係機関と連携し、避難者の受入れも含めた具

体的な避難計画を作成します。また、噴火時を想

定した実践的な防災訓練を実施し、富士山の火山

災害に対する防災体制の充実を図ります。【地域防

災課】 

 

起きてはならない最悪の事態 

１－６ 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 

53 帰宅困難者対策の

推進 

・事業者に対して一斉帰宅の抑制と、それを可能

にする職場での備蓄などに関する防災広報を行い

ます。【地域防災課】 

・大規模な帰宅困難者が発生した場合に備え、警

察、交通関係機関などと協力し、一時的に避難で

きる場所を開設する等、帰宅困難者の保護対策を

検討します。【地域防災課】 

57 飲料水、食料及び

生活必需物資等の確

保 

・地震発生後の飲料水や食料、生活必需品等の不

足に対応するため、家庭内備蓄や事業者による職

場内備蓄の促進、町による備蓄や協定の締結によ

る供給体制の強化を推進します。【地域防災課】 

73 雪害に対する安全

性の確保 

・大雪等に伴う都市機能の阻害などの雪害につい

て、ライフライン施設等の機能の確保を図りま

す。【都市整備課】 

・大雪等が予想される場面にあっては、あんしん

メール等により町民へ幅広く注意喚起して被害の

極限を図ります。【地域防災課】 

 

 

 

 

 



27 

事前に備えるべき目標 

２ 迅速な救助・救急、医療活動等 

起きてはならない最悪の事態 

２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネ

ルギー供給の停止 

20 水道施設の耐震化

及び給水体制の確保 

・ビジョン、事業計画等により、老朽化施設の更

新及び耐震化を行い、ライフラインである上下水

道の安全性向上を図ります。【上下水道課】 

26 町民の防災意識の

向上 

（再掲 １－１参照） 

38 医薬品・医療機器

等の整備 

・災害時等において、県、県薬剤師会、県医薬品

卸業協会等と連携し、医薬品等の需給情報の的確

な収集、医薬品等の供給体制についての情報を町

内医療機関等に提供します。【保険健康課】 

・健康福祉センターにおける災害時医療資材の備

蓄及び更新を進めます。【保険健康課】 

・足柄上医師会及び足柄上地区５町と連携して医

薬品を備蓄します。【地域防災課】 

44 広域応援受援体制

の強化 

・広域的な受援・応援を円滑に行うため、普段か

ら他自治体等との相互応援協定の締結や情報交換

等による連携の強化を図ります。【地域防災課】 

・大規模災害時に、警察、消防、自衛隊などの広

域的な救出救助部隊の受入や国からのプッシュ支

援等を円滑・効率的に受け入れられるよう、各受

け入れ体制を点検・整備します。【地域防災課】 

・災害時相互応援協定を締結している関係自治体

が被災した場合は、これを支援する側となって活

動することも想定されることから、普段から関係

自治体と情報交換等を実施します。【地域防災課】 

57 飲料水、食料及び

生活必需物資等の確

保 

（再掲 １－６参照） 

66 学校の防災体制の

整備 

（再掲 １－１参照） 
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起きてはならない最悪の事態 

２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

15 道路・橋りょう等の

整備 

・道路や橋りょうについて、耐震化や多重性の確

保を進めます。【都市整備課】 

26 町民の防災意識の向

上 

（再掲 １－１参照） 

33 実践的な訓練の実施 ・複合災害など、多様な場面を想定した緊急参集

訓練、図上訓練等を積み重ね、職員の防災業務に

対する習熟を図ります。【地域防災課】 

・町域の災害特性を踏まえた災害を想定した防災

訓練を実施します。【地域防災課】 

・避難所運営訓練について、新型感染症対策等を

配慮した避難所開設・運営、被災時の男女のニー

ズへの対応、要配慮者等の多様な視点などに十分

配慮した防災訓練や避難訓練に努めます。【地域防

災課】 

39 ヘリポート等の整備 ・既存のヘリコプター臨時離着陸場の機能確認・

維持及びそこに至る経路の維持整備を進めます。

【地域防災課】 

・物資輸送型ドローンの支援を受ける場面を想定

し、操縦拠点、離発着場となり得る候補地の選定

を進めます。【地域防災課】 

52 孤立化対策の推進 ・大規模災害により孤立地域が発生した場合に備

えて、県、自治会等と連携して孤立化対策に取り

組みます。【地域防災課】【企画総務課】 

・災害による孤立集落発生に備えた事前対策と、

孤立集落発生時の応急対策を県、他市町村と連携

して、強化・充実を図ります。【地域防災課】【企

画総務課】 

 

起きてはならない最悪の事態 

２－３ 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不

足 

31 関係機関との連携

による防災訓練の実

施 

（再掲 １－１参照） 
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42 救助・救急体制の

充実 

・大規模災害が発生した際、救助・救急活動を迅

速かつ的確に実施することができるよう、救助・

救急部隊との連携要領、活動拠点の整備を進めま

す。【地域防災課】 

・消防団への救出・救助用資機材の充実及び操作

要領の普及に努めます。【地域防災課】 

43 消防の広域化 ・小田原市消防本部による消防事業が円滑に運営

できるように、連携充実を図ります。【地域防災

課】 

44 広域応援受援体制

の強化 

（再掲 ２－１参照） 

45 災害対応できる資

機材の整備 

・大規模災害が発生した場合における避難措置、

救出救助活動、緊急交通路確保活動等の応急対策

を迅速・的確に実施するため、情報収集用資機

材、救出救助用資機材等の整備に努めます。【地域

防災課】 

 

起きてはならない最悪の事態 

２－４ 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

26 町民の防災意識の

向上 

（再掲 １－１参照） 

53 帰宅困難者対策の

推進 

（再掲 １－６参照） 

57 飲料水、食料及び生

活必需物資等の確保 

（再掲 ２－１参照） 

 

起きてはならない最悪の事態 

２－５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネ

ルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

３ 防災拠点となる公共

施設等の耐震化 

（再掲 １－１参照） 

15 道路・橋りょう等の

整備 

（再掲 ２－２参照） 

31 関係機関との連携に

よる防災訓練の実施 

（再掲 １－１参照） 
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35 町民の救護能力の向

上 

・町民の救護能力の向上を図るため、防災訓練等

において町民に対して救急救命に対処するための

救護情報の普及・啓発を実施します。【保険健康

課】 

・小田原市消防本部が行う住民向けの救命講習に

ついて、広報誌等により PR します。【地域防災

課】 

・地域防災リーダーの育成を通じて、地域の応急

救護力の向上を図ります。【地域防災課】 

36 災害時医療救護体制

の整備 

・大規模災害発生時の救急患者搬送路の確保に努

めます。【地域防災課】 

・大規模災害時に備えた研修・訓練を実施しま

す。【保険健康課】 

・県の情報通信体制（広域災害救急医療情報シス

テム）と綿密な連携を図り、災害発生時における

災害医療の情報収集・情報共有により救護体制の

整備を図ります。【保険健康課】 

・災害発生時における医療、病院支援、患者搬送

等の災害急性期における医療確保を図ります。【保

険健康課】 

38 医薬品・医療機器等

の整備 

（再掲 ２－１参照） 

39 ヘリポート等の整備 （再掲 ２－２参照） 

44 広域応援体制の強化 （再掲 ２－１参照） 

60 道路啓開・交通規制

体制の整備 

・道路機能の早期回復と交通の混乱防止、緊急通

行車両の円滑な運行確保のために、道路啓開の実

施体制や交通規制体制の強化を図ります。【都市整

備課】【地域防災課】 

・農道・林道を迂回路として活用できるよう、道

路管理者間の情報共有を推進します。【農林課】 

・災害時における県との連絡体制を強化します。

【農林課】 

61 燃料の確保 ・大規模災害時に、災害対策上重要な施設等や車

両等に対する当面の石油類燃料の供給を行うた

め、燃料の確保対策を進めます。【地域防災課】 
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起きてはならない最悪の事態 

２－６ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

36 災害時医療救護体

制の整備 

（再掲 ２－６参照） 

40 防疫体制の整備 ・災害時の感染症の発生予防・拡大防止のため、

マスク等の防疫用品の備蓄を行います。【保険健康

課】 

・災害時に感染症等が発生した場合の対応につい

て、防疫センター従事者に対して被災場面を想定

した研修等を実施します。【保険健康課】 

41 広域火葬体制の強 

  化 

・大規模災害により、平常時に使用している火葬

場の火葬能力だけでは、遺体の火葬を行うことが

不可能となる事態が想定されることから、広域火

葬体制を強化します。【環境課】 

・災害時における埋火葬を円滑に進めるため、神

奈川県広域火葬計画に基づき県と連携して広域的

な協力体制の強化を図ります。【保険健康課】 

59 業務継続体制の確 

 保 

・災害発生時の災害応急対策等の実施や優先度の

高い通常業務の継続のため、町（役場）の業務継

続計画の策定などにより、業務継続性の確保を図

ります。【企画総務課】 

 

起きてはならない最悪の事態 

２－７ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康

状態の悪化・死者の発生 

19 避難所・避難場所の

確保・整備 

（再掲 １－１参照） 

27 外国人の安全確保対

策 

（再掲 １－１参照） 

36 災害時医療救護体制

の整備 

（再掲 ２－５参照） 

38 医薬品・医療機器等

の整備 

（再掲 ２－１参照） 

40 防疫体制の整備 （再掲 ２－６参照） 

48 要配慮者等への支援 （再掲 １－１参照） 
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55 応急仮設住宅の迅

速・的確な提供 

・応急仮設住宅への入居手続きを円滑に実施する

ため、事前対策を進めます。【定住対策課】 

・復旧優先度を確認し迅速な供用が出来るように

するため、応急仮設住宅建設計画に上下水道課も

参加し、事前調整を行います。【上下水道課】 

・国・県及び関係自治体と連携し、応急仮設住宅

の支援を受けるための準備・事前対策を進めま

す。【地域防災課】 

57 飲料水、食料及び生活

必需物資等の確保 

（再掲 ２－１参照） 

 

事前に備えるべき目標 

３ 行政機能の維持 

起きてはならない最悪の事態 

３－１ 被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社

会の混乱 

31 関係機関との連携によ

る防災訓練の実施 

（再掲 １－１参照） 

 

起きてはならない最悪の事態 

３－２ 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

３ 防災拠点となる公共

施設等の耐震化 

（再掲 １－２参照） 

33 実践的な訓練の実施 （再掲 ２－２参照） 

58 災害対策本部の機能

強化 

・各種災害による被害発生を極限し、大規模地震

等の突発的災害発生後も迅速かつ的確に応急・復

旧活動を展開して被害を最小限に抑えるため、災

害対策本部の物心両面の機能強化を図ります。 

【地域防災課】 

・突発的な災害（大規模地震等）の発生に対し

て、速やかに災害対策本部機能を発揮できる体制

を準備します。【地域防災課】 

59 業務継続体制の確保 （再掲 ２－６参照） 

66 学校の防災体制の整備 （再掲 １－１参照） 

70 復興対策マニュアル

の整備 

・事前に被災後の復興の方向性を検討するなど、

被災時の計画的な復興の推進に取り組みます。 
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【企画総務課】【地域防災課】 

 

事前に備えるべき目標 

４ 情報通信機能の確保 

起きてはならない最悪の事態 

４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

５ 広域避難を必要とす

る大規模災害発生時の

情報伝達体制の整備 

（再掲 １－５参照） 

23 輻輳（ふくそう）

への対策 

・輻輳（電話が繋がりにくい状況）対策として、防災無

線、安心メールによる情報伝達を活用するとともに、住

民に対して、災害用伝言ダイヤル「171」等の活用につ

いて防災広報します。【地域防災課】 

73 雪害に対する安全

性の確保 

（再掲 １－６参照） 

 

起きてはならない最悪の事態 

４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達でき

ない事態 

５ 広域避難を必要とす

る大規模災害発生時の

情報伝達体制の整備 

（再掲 １－５参照） 

49 町民等への情報発

信体制の整備 

（再掲 １－３参照） 

51 被災者支援に関す

る情報システムの構

築 

・町民や避難所、救護活動拠点等への情報提供等に

あたり、インターネット等各種通信手段の活用を図ると

ともに、被災者台帳システムの運用を図る体制整備に

努めます。【企画総務課】【地域防災課】 

・山北町以外の市町村に避難する被災者に対して

必要な情報を周知できるよう、山北町の災害や生

活情報等を伝達できる体制の整備に努めます。【地

域防災課】 

・山北町外に住む家族や災害ボランティアなど、

町内外から被災者支援を実施する方への情報伝達

手段としてインターネット等各種手段の活用を図

ります。【地域防災課】 
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事前に備えるべき目標 

５ 経済活動の機能不全防止 

起きてはならない最悪の事態 

５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

37 企業の防災体制の

確立 

・災害発生時に企業が「自助」「共助」の力を発揮

して、迅速に救助や避難などの活動、さらには経

済活動の維持等を行うことができるよう、企業の

防災に関する取組への支援を行う必要がありま

す。【商工観光課】【地域防災課】 

・中小企業者のＢＣＰ作成について、関係機関と

共に支援します。【商工観光課】【地域防災課】 

 

起きてはならない最悪の事態 

５－２ エネルギー供給の停止による、社会経済活動、サプライチェーンの

維持への甚大な影響 

37 企業の防災体制の

確立 

（再掲 ５－１参照） 

61 燃料の確保 （再掲 ２－１参照） 

 

（５－３、５－４は欠番） 

 

起きてはならない最悪の事態 

５－５ 東名高速道路や国道２４６号等の幹線が分断するなど、基幹的陸上

交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

６ 土砂災害対策 （再掲 １－５参照） 

７ 治山対策 （再掲 １－５参照） 

15 道路・橋りょう等

の整備 

（再掲 ２－２参照） 

 

起きてはならない最悪の事態 

５－６ 食料等の安定供給の停滞 

57 飲料水、食料及び生

活必需物資等の確保 

（再掲 ２－１参照） 
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事前に備えるべき目標 

６ ライフラインの維持・復旧 

起きてはならない最悪の事態 

６－１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガス

サプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

22 電力の安定供給 ・電力の安定供給確保のため、日頃から電力供給

会社と連携を図り、計画的な維持管理に協力しま

す。【地域防災課】 

37 企業の防災体制の

確立 

（再掲 ５－１参照） 

63 自立・分散型エネ

ルギーの導入促進 

・エネルギー供給源の多様化のため、再生可能エ

ネルギー等の自立・分散型エネルギーの導入を促

進します。【環境課】 

73 雪害に対する安全

性の確保 

（再掲 １－６参照） 

 

起きてはならない最悪の事態 

６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止 

20 水道施設の耐震化

及び給水体制の確保 

（再掲 ２－１参照） 

57 飲料水、食料及び生

活必需物資等の確保 

（再掲 ２－１参照） 

74 雪害に対する安全

性の確保 

（再掲 １－６参照） 

 

起きてはならない最悪の事態 

６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

21 汚水処理機能の確 

  保 

・ビジョン、事業計画等により、老朽化施設の更

新及び耐震化を行い、ライフラインである上下水

道の安全性向上を図ります。【上下水道課】 

73 雪害に対する安全

性の確保 

（再掲 １－６参照） 
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起きてはならない最悪の事態 

６－４ 鉄道・高速道路等基幹的交通から地域交通網まで、交通インフラの

長期間にわたる機能停止 

６ 土砂災害対策  （再掲 １－５参照） 

７ 治山対策 （再掲 １－５参照） 

15 道路・橋りょう等

の整備 

（再掲 ２－２参照） 

60 道路啓開・交通規

制体制の整備 

（再掲 ２－５参照） 

62 道路の安全確保 ・道路機能の早期回復と交通の混乱防止、緊急通

行車両の円滑な運行確保のために、災害に強い交

通安全施設等の整備を推進します。【地域防災課】 

 

起きてはならない最悪の事態 

６－５ 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

50 災害情報の収集・

伝達体制の整備 

（再掲 １－５参照） 

 

事前に備えるべき目標 

７ 二次災害の防止 

起きてはならない最悪の事態 

７－１ 地震に伴う市街地での大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

４ 建物の不燃化対策 （再掲 １－２参照） 

17 市街地の防災性向上 （再掲 １－１参照） 

19 避難所・避難場所の

確保・整備 

（再掲 １－１参照） 

34 消防団・自主防災組

織の強化 

（再掲 １－１参照） 

43 消防の広域化 （再掲 ２－３参照） 

44 広域応援受援体制の

強化 

（再掲 ２－１参照） 

67 文化財所有者・管理

者の防災対策 

（再掲 １－１参照） 

 

（７－２ 欠番） 
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起きてはならない最悪の事態 

７－３ 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、トンネル等地下構造物の倒壊等

に伴う陥没による交通麻痺 

１ 住宅の耐震化及び

屋内収容物等の耐震

対策 

（再掲 １－１参照） 

２ 民間大規模建築物

の耐震化 

（再掲 １－２参照） 

19 避難所・避難場所

の確保・整備 

（再掲 １－１参照） 

60 道路啓開・交通規

制体制の整備 

（再掲 ２－５参照） 

64 応急危険度判定等

の体制整備 

・応急危険度判定士及び被災宅地危険度測定氏の

指導、支援を行う判定コーディネーター及び宅地

判定調整員の要請、資器材の確保などを進め、そ

の実施体制、連絡体制及び判定制度相互の連携体

制などの整備をさらに充実します。【都市整備課】 

 

起きてはならない最悪の事態 

７－４ ため池、防火水槽、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂・

火山噴出物の流出による多数の死傷者の発生 

12 貯水池等の整備 ・ダム貯水池（丹沢湖）の護岸整備や丹沢湖に堆

積する土砂の除去について県で適切に実施するよ

う県に働きかけます。【都市整備課】 

・ダム貯水池（丹沢湖）に流入する各河川（河内

川、玄倉川、世附川等）からの土砂崩れ等による

土砂流入の除去等を適切に実施するよう県に働き

かけます。【都市整備課】 

13 河川管理施設の整 

  備 

・時間の経過とともに老朽化が進む河川管理施設

について、維持管理を強化するよう県に働きかけ

ます。【都市整備課】 
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起きてはならない最悪の事態 

７－５ 有害物質の大規模拡散・流出による地域の荒廃 

25 危険物等施設の安

全対策 

（再掲 １－１参照） 

 

起きてはならない最悪の事態 

７－６ 有害物質の大規模拡散・流出による地域の荒廃 

７ 治山対策 （再掲 １－５参照） 

８ 森林の機能維持 ・県事業を活用し、私有林の公的管理を推進します。 

・水源の森林づくり事業に取り組み、水源地域の

森林機能向上を進めます。【農林課】 

14 農業用施設等の整 

 備 

（再掲 １－４参照） 

 

事前に備えるべき目標 

８ 地域社会・経済の迅速な再建・回復のための条件整備 

起きてはならない最悪の事態 

８－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

68 災害廃棄物の処理

体制の整備 

・大量の災害廃棄物の発生に備え、災害廃棄物を

適正かつ円滑・迅速に処理するため、災害廃棄物

処理計画を策定します。【環境課】 

  

起きてはならない最悪の事態 

８－２ 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に

精通した技術者等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により

復興できなくなる事態 

60 道路啓開・交通規

制体制の整備 

（再掲 ２－５参照） 

70 復興対策マニュア

ルの整備 

（再掲 ３－２参照） 
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起きてはならない最悪の事態 

８－３ 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復

興が大幅に遅れる事態 

10 河川改修 （再掲 １－４参照） 

11 排水施設の整備 （再掲 １－４参照） 

71 地籍調査の促進 ・地籍調査を計画的に進めます。【財務課】 

 

起きてはならない最悪の事態 

８－４ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等によ

る有形・無形の文化の衰退・損失 

26 町民の防災意識の

向上 

（再掲 １－１参照） 

28 防災教育の充実 （再掲 １－１参照） 

34 消防団・自主防災

組織の強化 

（再掲 １－１参照） 

48 要配慮者等への支 

  援 

（再掲 １－１参照） 

54 避難所の運営体制

の整備 

（再掲 １－１参照） 

65 災害救援ボランテ

ィア活動の充実強化 

・災害救援ボランティアの迅速な受け入れ体制及

び活動環境の整備を進め、被災地の細かなニーズ

の把握、及び各ボランティア団体や各種関係団体

等との連携強化を進めます。【福祉課】【地域防災

課】【企画総務課】 

67 文化財所有者・管

理者の防災対策 

（再掲 １－１参照） 

69 被災者相談・被災

者支援の実施体制の

整備 

（再掲 １－１参照） 

70 復興対策マニュア

ルの整備 

（再掲 ３－２参照） 
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起きてはならない最悪の事態 

８－５ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復

興が大幅に遅れる事態 

16 計画的な土地利用 （再掲 １－１参照） 

70 復興対策マニュア

ルの整備 

（再掲 ３－２参照） 

71 地籍調査の促進 （再掲 ８－３参照） 

 

起きてはならない最悪の事態 

８－６ 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等によ

る地域経済等への甚大な影響 

49 町民等への情報発

信体制の整備 

（再掲 １－５参照） 
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第５章 計画の推進 

 

１ 推進方針   

 (1) 行政、民間事業者等、町民による協働の推進 

国土強靭化の推進にあたっては、行政のみの取組によって推進できるも

のだけでなく、町民及び民間事業者等が連携しなければ推進できない施策

も多くあります。このため、行政、民間事業者等及び町民が協働して国土

強靭化の推進に取り組むこととします。    

 (2) 国、県、周辺自治体及び民間事業者等との連携 

国土強靱化の取組を実効性のあるものとするため、町のみならず国、 

県、周辺自治体及び関係機関、さらに町民と民間事業者等を含め、関係者

が協働して取り組むこととします。 

 

２ 施策の重点 

  限られた資源で効率的・効果的に強靱化を進めるためには、施策の優先順

位付けを行い、優先順位の高いものについて重点化しながら進める必要があ

ります。本町では、人命の保護を最優先とする観点から施策の重点化を図る

こととします。 

重点化すべき施策により回避する「起きてはならない最悪の事態」を次の

とおりとします。 

 

 

 

 

 



42 

３ 計画の見直し    

 (1) 本計画の見直し 

本計画は、山北町総合計画と整合を図るため、山北町第５次総合計画後

期基本計画の計画期間である令和５年度までの概ね２年間とし、以降概ね

５年ごとに社会情勢等の変化や施策の進捗状況等を考慮し、評価の見直し

を行うこととします。また国のアクションプランや富士山火山防災対策会

議の検討状況、県計画等の動向、本町の各種施策の具体化等を踏まえ、必

要に応じて修正・追加等の検討を行うこととします。    

 (2) 本町の各種計画等の見直し 

本計画は、国土強靱化に関する事項について、本町の各種計画等の指針

となるべきものです。本町の地域防災計画や都市計画マスタープラン等、

国土強靱化に関する他の計画等を見直しする際には、本計画の内容を基本

として行うものとします。 


